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＜参考資料＞ 

 

■マンション再生に関連する専門家等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マンション管理士 (財)マンション管理センター
●http://www.mankan.or.jp
●TEL:03(3222)1516（代表）

区分所有管理士

マンション維持修繕技術者

建築・設備総合管理技術者

公益社団法人 ロングライフビル推
進協会
【旧　(社)建築・設備維持保全推進
協会】

●http://www.belca.or.jp/
●TEL:03(5408)9830（代表）

建築士 (社)日本建築士会連合会
●http://www.kenchikushikai.or.jp/
●TEL:03(3456)2061（総合）

建築設備士 (社)建築設備技術者協会
●http://www.jabmee.or.jp/
●TEL:03(5408)0063（代表）

建築積算資格者 (社)日本建築積算協会
●http://www.bsij.or.jp/
●TEL:03(3453)9591（代表）

建築設備検査資格者

昇降機検査資格者

建築仕上診断技術者
（ビルディングドクター
＜非構造＞）

建築設備診断技術者
（ビルディングドクター
＜建築設備＞）

マンションリフォーム
マネージャー

(財)住宅リフォーム・紛争処理支援
センター

●http://www.chord.or.jp/
●TEL:03(3261)4567（代表）

マンション維持修繕技術者 (社)高層住宅管理業協会
●http://www.kanrikyo.or.jp/
●TEL:03(3500)2721（代表）

マンション建替え
アドバイザー

(社)再開発コーディネーター協会
●http://www.urca.or.jp/
●TEL:03(3437)0261（代表）

マンション建替え支援 独立行政法人都市再生機構
●http://www.ur-net.go.jp/
●TEL:045(650)0517（代表）

法務 弁護士 日本弁護士連合会
●http://www.nichibenren.or.jp/
●TEL:03(3580)9841（代表）

税務・会計 税理士 日本税理士会連合会
●http://www.nichizeiren.or.jp/
●TEL:03(5435)0931（代表）

監査・会計 公認会計士 日本公認会計士協会
●http://www.hp.jicpa.or.jp/
●TEL:03(3515)1120（代表）

土地家屋調査士 日本土地家屋調査士会連合会
●http://www.chosashi.or.jp/
●TEL:03(3292)0050（代表）

司法書士 日本司法書士会連合会
●http://www.shiho-shoshi.or.jp/
●TEL:03(3359)4171（代表）

不動産鑑定 不動産鑑定士 (社)日本不動産鑑定協会
●http://www.fudousan-kanteishi.or.jp/
●TEL:03(3434)2301（代表）

登記等

(社)高層住宅管理業協会

(社)日本建築設備・昇降機センター

公益社団法人 ロングライフビル推
進協会
【旧　(社)建築・設備維持保全推進
協会】

管理全般

建物診断
修繕・改修
建築設計

建替え

●http://www.kanrikyo.or.jp/
●TEL:03(3500)2721（代表）

●http://www.beec.or.jp/
●TEL:03(3591)2426（代表）

●http://www.belca.or.jp/
●TEL:03(5408)9830（代表）

　　　　　　●ホームページアドレス
　　　　　　●連絡先

関連団体（各地に関連団体があ
る場合は全国組織を記載）

資格等
主な

専門分野
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修繕 改修 建替え

修繕全般に係る助言・指導等 改修全般に係る助言・指導等 建替え全般に係る助言・指導等

区分所有法等に関する助言、修繕全
般に係る助言・指導等

区分所有法等に関する助言、改修全
般に係る助言・指導等

区分所有法等に関する助言、建替え全
般に係る助言・指導等

建物診断、修繕計画の作成、工事に係
るコンサルタント等

建物診断、改修実施設計、工事に係る
コンサルタント等

―

長期修繕計画の作成及びその実施の
支援等

長期修繕計画の作成及びその実施の
支援等

―

建物診断、修繕計画の作成、設計業
務、工事の監理等

建物診断、修繕計画の作成、設計業
務、工事の監理等

建物診断、修繕計画の作成、設計業
務、工事の監理等

建物診断、修繕計画の作成等（建築設
備関連）

建物診断、修繕計画の作成等（建築設
備関連）

建物診断、修繕計画の作成等（建築設
備関連）

修繕に係る工事費の積算 改修に係る工事費の積算 建替えに係る工事費の積算

建築設備の定期検査 建築設備の定期検査 ―

昇降機の定期検査 昇降機の定期検査 ―

外壁及び屋上防水など建築仕上げ部
分の体系的な診断業務等

外壁及び屋上防水など建築仕上げ部
分の体系的な診断業務等

―

建築設備（エレベーターを除く）の体系
的な診断業務等

建築設備（エレベーターを除く）の体系
的な診断業務等

―

―
専有部分の改修に係る助言、工事実
施の調整等

―

建物診断、修繕計画の作成、工事に係
るコンサルタント等

建物診断、修繕計画の作成、工事に係
るコンサルタント等

―

― ―
建替組合の設立支援、事業計画作成、
権利変換計画作成、合意形成の支援
等

― ―

建替えに関する情報提供やアドバイ
ス、初動期の計画検討や合意形成の
誘導等支援、建替え計画の策定から
合意へのバックアップ支援、円滑な事
業化への支援、事業完了までのアフ
ターフォロー

区分所有法等に関する助言、訴訟にお
ける法廷活動等

区分所有法等に関する助言、訴訟にお
ける法廷活動等

区分所有法、マンション建替え円滑化
法等に関する助言等

― ―
建替えに係る税務に関する助言・税務
書類の作成等

― ―
建替えに係る税務、組合の会計に関す
る助言等

― ― 敷地境界確認、表示登記の申請等

―
区分所有権の移転等に関する登記の
申請等

区分所有権の移転等に関する登記の
申請等

― 区分所有権の価額の評価 区分所有権の価額の評価

マンション再生における主な業務内容

マンション再生協会ホームページをもとに作成
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■マンション再生の相談窓口・支援制度 

 

マンション再生の相談窓口 

マンション再生協会 

・マンション再生に関する相談に応じているほか、相談窓口の紹介も行っています。 

電話：03-3591-2361  Fax：03-3591-2456 ＨＰ：http://www.manshon.jp/ 

 

 

ＵＲ都市機構によるマンション再生支援 

・マンション再生支援の一環として建替え等のコーディネート業務を行っています。 

電話：045-650-0517（UR 都市機構団地再生部居住再生チーム） 

 

 

社団法人 再開発コーディネーター協会 

・マンション建替えが円滑に進むお手伝いをマンション建替相談、セミナー等での情報提供やマ

ンション建替えの専門家「マンション建替えアドバイザー」の育成などを通じて行っています。 

電話：03-3437-0261  Fax：03-3432-8908 

ＨＰ： http://www.urca.or.jp/index2.htm 

 

 

マンション再生の支援制度 

以下に紹介する制度のほか、各地方公共団体が独自の支援制度を用意している場合があ

ります。詳しくはマンションの所在地の地方公共団体にお問い合わせ下さい。 

 

＜修繕・改修の支援制度＞ 

耐震改修工事等への補助（住宅・建築物安全ストック形成事業） 

概要：地震の際の住宅・建築物の倒壊等による被害の軽減を図るため、住宅・建築物の耐震性の

向上を図る事業に対する補助制度 

補助率：耐震診断費の 2/3、耐震改修工事費の 23%（※） 

※マンションの立地や従前建物の状態により、補助率や交付対象限度額が異なります。 

問い合わせ先：各地方公共団体 

 

 

共用部分の修繕・改修費用の融資（住宅金融支援機構の共用部分リフォーム融資） 

融資対象：分譲マンションの共用部分(階段・廊下・エレベーター・屋上等)の修繕・改修工事 

融資額：工事費の 80％または 1 戸あたり 150 万円のいずれか低い額。 

問い合わせ先：住宅金融支援機構各支店 

ＨＰ: http://www.jhf.go.jp/ 
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共用部分の修繕・改修費用の積み立て(住宅金融支援機構のマンションすまい・る債) 

制度概要：住宅金融支援機構が発行する債券を購入することで、修繕積立金を積み立てる制度 

積み立て方法：毎年１回で最高１０回まで。1 回当たり１口 50 万円(複数口の積み立て可) 

問い合わせ先：住宅金融支援機構住宅債券募集センター（電話：0570-0860-23） 

ＨＰ: http://www.jhf.go.jp/ 

 

 

 

＜建替えの支援制度＞ 

建替事業費の補助(優良建築物等整備事業(マンション建替タイプ)) 

補助対象：調査設計計画費、土地整備費（建物除却費など）、共同施設整備費 

補助率：上記の費用の２／３以内（国１／３、公共団体１／３） 

問い合わせ先：各地方公共団体 

 

 

建替え後の住宅購入費の融資（住宅金融支援機構の高齢者向け返済特例制度（まちづくり

融資）） 

概要：高齢者の方が自ら居住するためマンション建替事業などにより建設された住宅を購入する

場合に、亡くなるまでは利息のみの支払いで借り入れが可能な制度 

融資対象：住宅金融支援機構のまちづくり融資の対象となるマンション建替事業などにより建設

される住宅の購入費用 

融資限度：対象事業費の１００％（上限は 1,000 万円） 

問い合わせ先：住宅金融支援機構 

ＨＰ: http://www.jhf.go.jp/ 

 

 

建替え事業費を借り入れる際の債務保証（民間再開発促進基金による債務保証） 

概要：組合等が借り入れる事業資金（初動期資金、建設資金） 

限度額：初動期資金は 1 件当たり 5 億円、建設資金は１件当たり総借入額の８０％以内 

問い合わせ先：（社）全国市街地再開発協会 

HP：http://www.uraja.or.jp/ 

 

 

税の軽減（マンション建替え円滑化法に基づく建替えに対する特例措置） 

特例措置の内容：マンション建替え円滑化法に基づく建替事業を行う場合に、所得税・法人税・

登録免許税・住民税などに対して、非課税または軽減等の措置が講じられる 

問い合わせ先：国税（所得税・法人税・登録免許税）は各地の税務署、地方税（住民税）は各地

方公共団体 
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■専有部分のある建物の全部事項証明書（建物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■団地型マンションの登記簿見本 
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■団地内の土地を全棟が共有している場合の全部事項証明書（土地） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
■附属施設（集会所）の全部事項証明書（建物） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


